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■要約(アブストラクト)

この論文の目的は､革新と競争というカギ概念に注目しながら､小売商業形態論の分析視角と

その問題点を議論し､新たな課題を提示することである｡小売商業形態論は小売の輪仮説以来､

小売商業における業態変動メカニズムの理論的解明を目標としながら､抽象度の高いマクロ理論

を構築しようとしてきた｡そこでは､小売企業レベルの業態創造と競争のプロセスを小売商業レ

ベルの業態変動に集計化 ･一般化する一方､小売企業のそうしたミクロ行動はブラック･ボック

スとして捨象される｡しかし､わが国における大規模小売企業の業態多様化という現状を踏まえ

たとき､このような分析視角は大きな問題に直面することになる｡この間題を克服するための小

売商業形態論の新たな展開の方向性は､小売企業の業態創造と競争のプロセスを明示的に組み込

んだミクロ基礎をもつマクロ理論を確立することである｡
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Ⅰ.はじめに

近年､総合スーパーを中心とする大規模

小売企業が新業態の開発を積極的に進めてい

る｡ダイェ一における-イパーマー ト､コウ

ズなどディスカウント･ストアの展開､ジャ

スコによる大型ショッピング ･センターや食

品スーパーへの取 り組み､あるいはマイカル

におけるサティやビブレなどの新百貨店､

ファッション専門店の開発はそうした例であ

り､そこでは小売市場に対してより高い訴求

力をもった新業態を創造し､成熟期に達した

既存業態をドラスティックに転換することが

志向されている｡このような大規模小売企業

の業態開発は､不断に変化する市場環境のも

とで業態の多様化に新たな成長機会を兄いだ

そうとする動きと捉えることができるだろう

(近藤,1995,pp.50-51)0

一方､流通･マーケテイング理論において業

態の変動を研究対象としてきたのは小売商業

形態論(1)である｡小売商業形態論は小売商業に

おける業態の生成 ･発展メカニズムの理論的

解明を共通の目標に据えながら､これまでさ

まざまな仮説を提示してきた｡McNair(1958)､

Hollander(1960)､Izraeli(1973)､McNair&

May(1976)､Kaynak(1979)らによる小売の

輪仮説､Hollander(1966)の小売アコーディ

オン仮説､Nielsen(1966)の真空地帯仮説､

Gist(1968)やMaronick&Walker(1978)に

- 44 -



よる弁証法仮説､Dreesmann(1968)､Markin

&Duncan(1981)､Etgar(1984)らに代表さ

れる生態学仮説､Davidsonetal.(1976)の小

売ライフサイクル仮説､そしてStern&El-

Ansary(1977)の危機-変化仮説などはその

主要な諸仮説であり､いまなおその現実適合

性と理論の体系化に向けて研究がつづけられ

ている領域である｡

この論文の目的は､小売商業形態論が業態

の生成 ･発展メカニズムをどのような視角か

ら分析してきたのかを検討し､わが国におけ

る大規模小売企業の業態開発を視野に入れな

がら､小売商業形態論の新たな課題を示すこ

とにある｡ただしそのさい､個々の研究の議

論と相互の関連づけには深 く立ち入らない｡

すでに小売商業形態論全般にわたる詳細を文

献レビューがなされているからであり(Brown,

1987,1988;向山,1985,1986;関根,1985;白

石,1987;小川,1993;笹川 ,1994;坂川 ,

1997)､ここでは小売商業形態論が共有するカ

ギ概念を抽出し､それにもとづく業態変動メ

カニズムの定式化様式とその問題点を考察す

ることに焦点をあてる｡

ⅠⅠ.小売商業形態論の分析視角

Brown(1987)によれば､小売商業形態論は

業態変動のメカニズムを明らかにしようとす

るさい､環境理論､循環理論､および対立理

論の3つの視点からアプローチしてきた｡環

境理論(enviornmentaltheory)は生態学仮

説を中心とするもので､業態の変動は経済

的､人口統計学的､社会的､文化的､法的､

および技術的条件によって規定され､これら

環境諸条件に適合した業態が発展していくと

みなす｡循環理論(cyclicaltheory)は小売の

輪仮説､小売アコーディオン仮説､真空地帯

仮説､小売ライフサイクル仮説などに共通す

るアプローチであり､業態の変動が歴史的に

同じパターンで繰り返され､そこに規則性が

みられることを強調する｡対立理論(conflict

theory)は､革新的業態と既存業態との間の

競争的対立が新たな革新的業態をもたらすこ

とに注目するもので､弁証法仮説､危機一変

化仮説がこれにあたる｡

これら3つのアプローチは､業態変動のど

の側面に着目するかについてそれぞれ異なる

が､そのプロセスを次のように理解する点で

は共通する｡すなわち､新業態は環境変化に

適合した革新的な経営手法を採用する革新者

によって創造され､革新的小売企業はそれを

業態の優位性として模倣者を巻き込みつつ既

存業態との間で競争を展開していく｡そして

この競争プロセスを通じて小売商業において

一定の地位を確立したとき､その業態は新業

態として社会的に認知されることになる｡

小川(1993,p.234)は､こうした小売商業形

態論が暗黙的に次のような仮定をおいてきた

ことを指摘している｡第1に､業態間および

業態内競争はそれぞれの業態の特徴をもつ代

表的な店舗間競争として表現されること､第

2に､一企業は一業態のみを採用すること(2)､

第3に､業態変化を価格 ･マージン､品揃え､

商品 ･サービスの結合様式の変化として捉え

ること､そして第4に､業態変化は国内市場

の要因のみによって発生し､国家間で発生し

うる業態の模倣､小売商業の資本移動､小売

商業内 ･間のノウハウの移転は考慮されない

こと､である｡

さらに小売商業形態論には､これらの仮定

のもとで共有されてきたカギ概念がある｡そ

れは革新と競争である｡小川の指摘する第1

と第2の仮定は小売競争にかかわる側面であ

り､第3と第4の仮定は革新の要素とその出

自にかかわる側面である｡
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1.業態と革新

小売商業形態論では､小売商業に新たな業

態が生成するのは既存の小売商業にない革新

が導入されることを通じてであると考える｡

ここでの革新は次の2つの点において重要で

ある｡第1は､その革新とは何かという問題

であり､小売商業に変容を引き起こす新業態

の革新の要素に関するものであろ｡第2は､

その革新者は誰かという問題であり､新業態

を創造する革新者の出自にかかわる｡

(1)革新の要素 小売商業形態論は革新を

2つの側面から捉えてきた｡1つは店舗の立

地､規模､品揃え､価格､サービスといった

小売 ミックス次元 における革新である

(McNair,1958;Regan,1964;Hollander,

1966;Nielsen,1966;Izraeli,1973;矢作,

1981;中西,1996)｡革新者はこれら小売ミッ

クス要素の新たな結合様式として新業態を創

造する｡たとえば､郊外に大規模店舗で立地

し､幅広い品揃えを行い､低価格 ･低サービ

スで訴求するディスカウント･ストアによる

革新という捉え方である｡もう1つの側面は

小売技術 ･管理次元であり(白石,1987;石

原,1993)､百貨店の部門別管理､総合スーパー

の仕入れにおける本部集中管理と販売におけ

る分権管理､多店舗展開と店舗運営の標準化

などが革新的な経営手法として指摘される｡

これら2つの次元で既存の小売商業には存在

しなかった革新をもたらした小売企業が業態

変動の担い手となる｡以下では､小売ミック

ス次元と小売技術 ･管理次元の両者を含んだ

業態の様式を業態フォーマットとよぶことに

しよう(3)0

ところで､この2つの革新の次元は業態を

定義するさいに決定的に重要な役割を果たし

ている｡革新の要素をどのように理解するか

によって識別される業態が決まるからであ

る｡しかし､この点について小売商業形態論

は統一的な了解を得ているわけではない｡た

とえば､百貨店､専門店､コンビニエンス･

ストア､ディスカウント･ストアといった業

態は比較的容易に識別可能であろうが､スー

パーという業態をとってみた場合､品揃えの

違いから総合スーパー､食品スーパー､衣料

品スーパー､住関連スーパーなどに細分化す

ることもできる｡このような業態の境界の確

定につねに暖昧さがともなうのは､革新をど

の次元で捉えるべきかについて明確な視座が

与えられてこなかったことによる｡

この点に関してBrown(1987,p.27)は､

チェーンなどの組織形態と業態の類型とを混

同すべきでないと主張する｡矢作(1981,p.

83)もまた､業態は経営管理や経営組織ではな

く､店舗 ･販売形態の類型として識別される

と述べている｡こうした指摘は､業態の革新

性が小売 ミックス次元にあり､業態は小売

ミックス要素の終合様式から識別されること

を示唆している｡すなわち､小売ミックス要

素の結合様式が革新的であり､その革新性が

市場競争環境によりよく適合する場合に､新

業態の優位性が保証されると考えるのであ

る｡

ただし､業態の識別基準として留意すべき

ことは､新業態は小売ミックス次元における

何らかの革新なくしては成立しえないが､そ

れは必ずしも小売技術 ･管理次元の革新をと

もなうものではないという点である｡たとえ

ば､食料品を中心とした最寄品3000品目程度

の品揃えで近隣に立地 し､価格訴求は行わ

ず､24時間営業のサービス便宜性を提供する

という小売ミックス要素の結合様式から､コ

ンビニエンス ･ストアを識別することは容易

である｡これに対して､小売技術 ･管理次元

の革新として指摘される多店舗展開と店舗標

準化の条件は､総合スーパーであってもコン
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どこエンス ･ストアであっても満たされてお

り､この点では識別基準とはならない｡しか

し同時に､わが国におけるコンビニエンス ･

ストアの発展がきわめて高度な情報 ･物流シ

ステムの構築と不可分であることを考えれ

ば､そうした小売技術 ･管理次元の革新もま

た排除すべきではないだろう(4)｡このことか

ら､小売ミックス次元の革新は業態識別の必

要条件であり､小売技術 ･管理次元の革新は

十分条件とみなすことができる｡

(2)革新者の出自 革新的な業態の創出を

通じて小売商業に変容をもたらす革新者は､

一般的にいえば､小売商業外部からの新規参

入者と内部の既存小売企業とを想定すること

ができるだろう(5)｡この革新者の出自に関し

て小売商業形態論はここでも統一的な理解を

もつわけではなく､それを新規参入者とする

研究(McNair,1958;Hollander,1960)､新規

参入者と既存企業の両者を含む研究(Izraeli,

1973;Berens,1980)とさまざまである(向

山,1986,pp.28-29)0

こうした革新者の出自に混乱がみられるの

は､前述の業態の革新をどの次元で捉えるべ

きかという問題と密接に関連している｡すな

わち､革新者を新規参入者とするMcNair

(1958)やHollander(1960)にとって､革新は

従来の小売商業に存在しなかった業態フォー

マットの新規性において捉えられるものであ

り､これに対して､Izraeli(1973)､Maronick

&Walker(1978)､Berens(1980)らは､新業

悲-の対抗手段として既存小売企業が業態

フォーマットを修正するという競争的相互作

用をも視野に入れて革新を議論する｡前者の

場合､革新者の出自はより限定的であり､後

者ではより広く捉えられることになる｡

しかし､革新を議論するさいに､その主体

の出自を明らかにしておくことはきわめて重

要である｡なぜなら小売商業外部からの新規

参入者による革新と既存小売企業による革新

では､革新をもたらす条件が異なると考えら

れるからである｡たとえば既存小売企業によ

る革新の場合､既存業態からの経営資源の援

用という点で優位性 をもつ一方で(中野,

1976)､業態固有の取引規範(norm ofex-

change)の制約から劣位に立つかもしれない

(小川,1995)｡また新規参入企業は既存小売企

業の｢評判｣(reputation)による参入障壁に阻

まれたり(成生,1994)､成長局面で資本調達に

制約を受けるかもしれない(Berens,1980)0

先に指摘したように､革新的小売企業は小

売ミックス次元の革新を通じて新業態を創出

する｡その新業態の革新性が既存業態に対し

て優位性をもつものであれば､多くの模倣者

と対抗者を生むであろう｡そうした業態内･

業態間の競争的相互作用のなかで､新業態と

既存業態は不断に変化を遂げていく｡セルフ

サービス店からスーパーマーケット､セルフ

サービス ･ディスカウント･テン -ヾ トメント

ストアを経て総合スーパーが誕生し､さらに

郊外型ショッピングセンター､-イパーマー

ケットへとつながる展開は､こうした業態の

変遷と変容に競争的相互作用が重要な役割を

果たしてきたことを示唆している(6)｡対立理

論が定式化しようとした業態変動のプロセス

は､まさにこの点である｡

このようなプロセスを議論しようとするさ

い､革新者を新規参入者に限定することは分

析の視野を狭めることにつながる｡それゆ

え､業態変動のプロセスとそのメカニズムを

明らかにするためには､新規参入者とともに

既存小売企業による革新を考慮しなければな

らない｡

2.業態と競争

小売競争は店舗の立地､規模､品揃え､価
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図 1 小売業態変化のモデル (1)

格､サービスといった小売ミックス次元で展

開される｡この意味で､個々の店舗は小売競

争の基本単位である｡小売商業形態論におけ

る競争の捉え方を検討するさいに注意しなけ

ればならないのは､小売ミックスの意思決定

主体がどのレベルに設定されているかという

点である｡これは競争単位の集計水準問題に

ほかならない｡

しかし､この間題もまた小売商業形態論の

想定する集計水準は研究者によって異なり､

またある特定の研究をとってみても､そこで

の集計水準はミクロとマクロが交錯する(向

山,1986,pp.19-22)｡た とえば､McNair

(1958)､Hollander(1960)､Izraeli(1973)らは

集計水準を業態レベルに設定する点では一貫

しているが､Dreesmann(1968)､Davidson

etal.(1976)､Berens(1980)らは業態レベル

と企 業 レベ ル､そ してRegan(1964)､

Hollander(1966)､Nielsen(1966)らは業態､

企業､店舗の3つのレベルで議論する｡もち

ろん､業態､企業､店舗それぞれのレベルで

の競争のあり方を明確にしたうえでの議論な

らば､3つの集計水準を風上に乗せることそ

れ自体はなんら問題ではない(7)｡しかし､小売

出所 :小川(1993)､234ページを修正.

商業形態論はこの間題を解決 しないまま､た

だ無自覚のうちにこれらの集計水準を代替的

に用いてきたのである｡

小川(1993,p.235)は､小売商業形態論にお

ける業態変化モデルを図 1のように要約し､

その集計水準 と競争の捉え方を整理 してい

る｡このモデルにおいて､店舗はそれぞれの

業態の特徴をもつ代表的店舗 として想定さ

れ､小売競争は業態間競争であれ業態内競争

であれ､店舗を単位として展開される｡さら

に前述の一企業一業態の仮定から､同一業態

内の競争は店舗間競争であると同時に企業間

競争であり､このことは業態間競争について

も同様である｡そしてこれらの競争が集計化

されることによって業態レベルの競争が理解

される｡

小川(1993,pp.234-236)はこうした小売商

業形態論の捉え方を批判的に検討し､業態レ

ベル､企業レベル､店舗レベルという競争の

階層性を提起して､各レベルでの差別的優位

性を議論する必要があることを主張する｡す

なわち､店舗レベルでは各店舗は自店舗の存

続 ･成長のために競合店舗に対してその店舗

独自の差別的優位性を獲得 ･維持する努力を
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図2 小売業態変化のモデル (2)

行い､企業レベルでは各企業は自社の経営資

源を獲得 ･蓄積 ･利用することで差別的優位

性を発揮し､それを店舗に反映させることを

追求し､そして業態レベルでは他業態に対す

る差別的優位性が当該業態を採用する各店舗

で反映されるとする｡こうした各レベルごと

の差別的優位性を指摘しつつ､小川は小売商

業形態論の一企業一業態の仮定をはずし､小

売企業成長の観点から図2のような多業態小

売企業を考慮したモデルを提示する｡

小川が小売企業成長の観点からモデルの組

み替えを行ったのは､一企業一業態の仮定を

はずしたことの帰結である｡特定の小売企業

が属する業態は1つであるという小売商業形

態論の一企業一業態の仮定は､少なくともわ

が国の大規模小売企業を前提とした場合､現

実的な妥当性をもたない(8)｡実際､ダイエー ･

グループやセゾン･グループといったわが国

を代表する小売企業グループの生成プロセス

が示すように､既存業態は新業態創出の僻化

器の役割を果たしてきた｡

小売商業形態論の理論的アイデンティティ

が業態の生成 ･発展メカニズムの解明にある

かぎり､こうした既存小売企業の多業態性を

出所 :小川(1993)､238ページを修正｡

明示的に組み込んだ分析枠組みの構築が不可

欠である｡Hollander(1980,p.81)も主張する

ように､既存小売企業による業態多様化を考

慮すれば､小売商業形態論の集計水準の暖昧

さの問題はより深刻になるからである｡

以上のようなミクロの業態多様化とマクロ

の業態変動との関係を検討するには､市場と

店舗､企業､業態との対応を整理しておかな

ければならない｡あらためてこれらの対応関

係に立ち返ることにしよう｡

3.市場と店舗､企業､業態

小売市場には､消費者の所得水準､ライフ

スタイル､あるいは慣習などによって多様な

選好が存在し､この選好分化から市場異質性

(marketheterogeneity)が生じる｡特定の業

態もまた特定の市場細分を標的とするもので

あり､市場全体にわたるすべての選好を訴求

対象とするわけではない(向山,1986,p.38;

矢作,1981,p.88)̀9'｡こうして一方で小売市場

に異質性が存在し､他方で特定の市場細分に

訴求する業態が存在する｡そこで小売企業は

この市場異質性にもとづいて市場を細分化
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図3 業態と市場

小売市場 3

し､特定の業態をもって特定の市場細分に訴

求 しようとす るだろう(近藤,1995,pp.

50-51)｡図3はこの関係を図示したものであ

る｡

図3では､小売市場の縦方向の高低は各市

場における異質性の程度をあらわし､業態の

横方向の位置は各業態が直面する各市場での

細分を示している｡企業 1のように業態Aと

いう単一業態のみに属する小売企業であれ

ば､それに対応する市場細分だけが訴求対象

となるにすぎない｡しかし､企業 2のように

業態B､業態C､業態Dという3つの業態を

有する多業態小売企業の場合､より多様な市

場細分とそれらの市場細分を集計化したより

大規模な市場に訴求することができる｡

こうした関係を前提とすれば､小売企業が

業態を多様化することは次の2つの点から合

理的な行動であろう｡第1に､業態多様化に

よって小売企業は業態ライフサイクルの制約

を突破することができる(小川 ,1993,p.

237)｡業態に生成､発展､成熟､衰退という

ライフサイクルがあるとすれば(Davidsonet

a1.,1976)､単一の業態 しかもたない小売企

業はその業態のライフサイクルと運命をとも

にせざるをえない｡図3でいえば､その業態

が訴求しうる市場細分が市場環境の変化とと

もに消滅する可能性を秘めているのである｡

小売企業が業態ライフサイクルを乗りこえ､

企業としての存続を確保するために､新業態

の創造に取 り組 もうとする契機がここにあ

る｡第2に､業態を多様化することによって

企業レベルでの成長をはかることができる｡

前述のように､もしある小売企業がそれぞれ

異なった市場細分を標的とする複数の業態を

有しているならば､業態の数に応じて多様な

市場細分に直面することを背景に､単一業態

企業に比べてその成長可能性はより高くなる

と考えられるからである｡

しかし､小売企業が業態多様化により成長

の機会を与えられるとしても､それはあくま

で可能性でしかない｡それを実現するために

は､業態の特徴を反映した店舗が競争力をも
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つことが不可欠である｡それゆえ新業態の優

位性はまず､小売競争の基本単位である店舗

において発揮されなければならない｡ここで

は､一方で業態フォーセットの優位性が店舗

競争力の源泉であるとともに､他方で店舗競

争力が業態フォーマットの優位性の基盤をな

すという相互規定関係がある｡業態フォー

マットの優位性は店舗競争力を通じて発揮さ

れ､店舗競争力が発揮されてはじめて業態

フォーマットの優位性が確立されるのであ

る｡逆にいえば､店舗競争力がなければ､業

態フォーマットの優位性は保証されず､また

業態フォーマットの優位性がなければ､店舗

は競争力を失うことになる｡

以上のことから､小売商業形態論が等閑視

してきた競争単位の集計水準は､業態展開の

主体である小売企業､店舗競争力を基盤とす

る業態､そして業態の優位性が反映される競

争の基本単位としての店舗という3つのレベ

ルで捉えることが必要である｡

ⅠⅠⅠ.小売商業形態論の課題

これまで指摘してきたさまざまな問題は結

局のところ､小売商業形態論が既存業態と市

場環境との不適合が大きくなると､革新者が

その不適合を埋めるかたちで新業態を創出す

るという業態変動の必然性を定式化すること

を目的としてきたという点に帰着する｡しか

し､このような定式化は一方で､革新者の業

態創造と競争のプロセスそれ自体をブラッ

ク ･ボックスとする傾向をもたらすことに

なった｡すなわち､業態変動を循環理論的に

説明する場合でも､環境理論的に論じる場合

でも､あるいは対立理論的に捉える場合で

も､小売商業形態論は新業態を生み出す革新

はどのようにして生まれるのか､競争はどの

ようにして展開されるのかを個別企業レベル

のミクロ行動に踏み込んで理解することはな

いのである｡

しかし､冒頭にあげた大規模小売企業によ

る業態開発の取り組みにみられるように､業

態の創造は革新者による文字どおり ｢創造的

な｣プロセスであって､決して客観的な市場

競争環境によって外生的に規定されるわけで

もなければ､単なる受動的な環境適応行動と

して行われるわけでもない｡小売企業が自社

を取り巻く市場競争環境の変化をどのように

解釈し､訴求力の高い新業態のフォーマット

をどのように策定し､どのように既存業態と

競争するかによって､マクロの業態変動の方

向性も異なるであろう(10)｡業態創造が｢消費者

の購買ニーズの新たな切り口を模索する業態

フォーマットの構築プロセス｣(近藤,1995,

p.51)であるとすれば､ミクロの小売企業レ

ベルの業態開発行動を理解することなしに､

マクロの業態変動メカニズムに接近すること

はできない｡

したがって､小売商業形態論の課題は何よ

りもまず､小売企業レベルでの業態創造と競

争のプロセスを明らかにすることによって､

業態変動のミクロ基礎を付与することでなけ

ればならない｡

小売商業形態論にミクロ基礎を付与するさ

い､これまでの議論を踏まえて次の視点が導

入されるべきであろう｡第1は､個別企業レ

ベルの業態創造の分析である｡小売商業にお

ける業態変動メカニズムをマクロ･レベルで

解明することが小売商業形態論の主流であっ

たが､一方で個別企業レベルの分析の必要性

を指摘する研究者 もいる｡たとえばSavitt

(1984,p.43)は､小売の輪に関する理論化の

ほとんどが特定の状況を検討せずに一般的な

観察にもとづいてきたことを批判し､その仮

説がマネジリアルな意味で価値をもつべきで
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あるならば､個別企業の意思決定状況に位置

づけられなければならないと主張している｡

彼が個別企業レベルの行動に注目する背景に

あるのは､小売の輪仮説をはじめとする小売

商業形態論が小売企業の実践と行動に有用な

洞察を与えることができなかったことへの反

省である｡弁証法仮説に代表される対立理論

が示唆するように､小売商業における業態変

動が革新者の行動とそれに対する競争者の反

応という相互作用的なプロセスを通じて生じ

るかぎり､個別企業レベルの詳細な分析が不

可欠である(ll)0

第 2はこれに関連して､小売競争論､とく

に差別的優位性をめぐる理論との統合であ

る｡この点については､業態変動が差別的優

位性を追求する競争の産物であるという認識

のもとに､すでにいくつかの検討はなされて

きている(Dreesmann,1968;Hunt,1976;

Maronick&Walker,1978;小川,1993)｡し

かし､ここであらためてその必要性を指摘す

るのは､店舗間競争､企業間競争､そして業

態間競争を議論するさい､小売商業形態論は

各レベルでの競争様式の違いを考慮せずに競

争行為を過度に一般化し､そのプロセスをブ

ラック･ボックスとしてきたことに大きな問

題が内在するからである｡小売商業形態論が

競争行為のミクロ･レベルのプロセス ･ダイ

ナミズムをもたない､その意味で静態的な理

解にとどまっているのは､この点にかかわ

る｡小売商業形態論に業態変動の動態的な視

点を組み込むために､個別企業 ･店舗間の競

争プロセスを踏まえた小売競争論との統合が

必要とされるのである｡

第3の視点は､歴史分析である｡歴史的接

近の1つの目的は､ある事象を経時的に追跡

することによって事象の変化プロセスを記

述 ･分析す ることにある(Savitt,1980,

1982)｡小売商業形態論の枠組みにおける歴史

的接近は､特定業態の経時的変遷の分析であ

る｡たとえば､Bucklin(1983)は百貨店､

Brown(1990)は 倉 庫 型 店 舗 (retail

warehouse)を事例として､それぞれ業態の経

時的変遷とその要因を検討している｡こうし

た業態変動-の歴史的接近が示唆するのは､

どのような業態をとってみても､そのフォー

マットは不変ではなく､差別的優位性を追求

する競争プロセスのなかで経時的に変化する

という点である｡このような業態フォーマッ

トの修正 ･変更がどのようにして生じるのか

という問題に焦点をあてるさい､歴史分析は

有効な方法である｡

さらにここで強調したいのは､業態一般の

変動ではなく､個別企業レベルにおける特定

業態の経時的な生成 ･発展プロセスに注目す

ることである｡業態の創造が新 しい業態

フォーマットの構築であるとすれば､それは

Schumpeter(1926)の い う 企 業 家

(entrepreneur)による革新にほかならない｡

こうした革新をもたらす企業家的行動がいか

にして生まれ､展開されるのかを個別企業レ

ベルで問うことは､小売商業形態論に動態的

なミクロ基礎を与えるうえできわめて重要で

ある｡

ⅠⅤ.おわりに

小売商業形態論はMcNair(1958)の小売の

輪仮説以来､小売商業における業態変動メカ

ニズムの理論的解明をめぐって多くの研究努

力を注いできた｡この論文では､革新と競争

というカギ概念を中心として小売商業形態論

の分析視角を検討し､その問題点を指摘する

とともに､わが国における大規模小売企業の

多業態性に注目しながら､いくつかの課題を

あげた｡

- 52-



小売商業形態論はミクロの業態創造と競争

プロセスをマクロの業態の生成 ･発展プロセ

スに集計的に移し替え一般化することによっ

て､業態変動の法則性を明らかにしようとし

てきた｡こうした研究努力は業態変動のメカ

ニズムを事後的に説明することに関してはあ

る程度の成功をおさめてきたといってもよ

い｡しかし､一方でとくに新業態の生成局面

においてそれを事前に予測することにほとん

ど無力であったという事実は､これまでの小

売商業形態論の分析視角の有効性そのものに

再考を迫るものである｡

こうした限界を克服し､小売商業形態論が

真の意味で業態変動のメカニズムを解明する

ためには､これまでの抽象度の高いマクロ的

なアプローチを修正し､個別小売企業の業態

創造と競争のプロセスを組み込んだミクロ基

礎をもつマクロ理論を志向することが求めら

れる(12)0
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)王

(1) 小売業態の変動に関する研究は､小売発展､

小売制度体進化､小売制度体変遷､小売制度体

変化､小売営業形態展開､小売商業形態展開､

小売機関発展などさまざまな名称でよばれてき

たが､ここではそうした一連の研究を小売商業

形態論と総称する｡

(2) 後に述べるように､この一仮定はきわめて大き

な問題を含んでいる｡小川(1993)は小売商業形

態論に一企業一業態の仮定がおかれていること

を示す根拠を明らかにしていないが､それは次

のように推測することができる｡すなわち､も

し既存の単一業態に属する小売企業が新業態を

創造することによって革新者となるならば､そ

の革新的業態への転換がきわめて短期間に全店

舗におよぶ ドラスティックなものでないかぎ

り､少なくともその間において複数の業態をも

つことが十分ありうるはずである｡そしてその

さい､単一業態企業と多業態企業とでは革新と

競争のあり方も異なるだろう｡しかし､小売商

業形態論ではそうした多業態小売企業による革

新と競争に関する検討はなされてこなかったの

である｡

(3) 中内(1991)はこれを事業フォーマット､福田

(1994)は小売フォーマットとよんでいる｡

(4) 矢作(1994,pp.13-35)は､小売業務､商品供

給､および組織を流通イノベーションの3要素

とし､そのシステム革新を流通イノベーション

と位置づけている｡

(5) さらにここでは議論しないが､小川(1993)が

指摘するように国内･国外次元で革新者の出自

を問うことも重要であろう｡小売技術の国際移

転問題については､Kacker(1988)を参照せ

よ｡また矢作(1997)は､わが国における小売革

新の普及に経営者の人的ネットワークが強く影

響したことを論証している｡

(6) わが国における小売業態の歴史的展開につい

ては､矢作(1981)､小山(1993)､池尾(1997)を

参照せよ｡

(7) 小売商業において競争をどのように捉えるか

はきわめて重要な問題である｡この点について

は､田村(1982,pp.163-194)の議論を参照せ

よ｡

(8) これは小売商業形態論がアメリカにおける業

態変動の現実に目を向けてきたことによるもの

であって､そこでは一企業一業態が一般的で

あった(矢作,1981,pp.41-42)｡ここで強調した

いのは､小売商業形態論のそうした仮定が誤り

であることを指摘することではなく､わが国の

大規模小売企業の多業態性を前提としたとき､

この仮定を引き継ぐことはできないという点で

ある｡

(9) 小売商業形態論に関連づければ､このような

捉え方はとくに循環理論において特徴的であ

る｡たとえば､革新者が低コスト･低価格の新
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業態で小売業に参入し､やがて格上げ(trading

up)によって高コスト業態に移っていくという小

売の輪仮説は､異なった市場細分-の移行を示

唆したものといえる｡既存業態では特定の消費

者の選好が満たされない真空地帯という潜在的

な市場細分が存在し､そこに新たな業態が生ま

れるという真空地帯仮説の定式化も同様である｡

(10) 小売競争論では､競争の知覚と戦略との関係

に焦点をあてた研究がある｡たとえばGripsrud

&Gr〆nhaug(1985)やGripsrud(1986)は知覚

された競争構造と小売企業の戦略選択の相互関

係に注目し､Poracetal.(1987)は小売環境に

対する理解の仕方が小売戦略に影響をおよぼす

ことを明らかにしている｡また消費市場の理解

と製品開発あるいは事業創造との関係について

は､石井(1993)の議論が示唆にとむ｡

(ll) このようなアプローチに対 してHollander

(1986,pp.5-6)は､小売の輪仮説の洞察は新業

態の一般的な市場参入パターンにかかわるもの

であり､個別企業の品揃え政策はその小売企業

に特有の要因に求められるべきであると述べて

いる｡しかし､ここで提示したいのは､現象面

において小売企業が業態創造と競争の主体とし

てどのような行動をとるかを個別企業レベルで

詳細に検討してはじめて､小売商業形態論がカ

ギ概念としてきた革新と競争に現実のコンテキ

ストを与えることができるという視点である｡

(12) しかし､ミクロ問題をマクロ理論に組み込む

方法論は､いまだ十分に確立されているわけでは

ない｡業態変動のミクロ基礎の構築という研究

課題においてこの点をどのように克服すべきか

は､あらためて問われるべき重要な問題である｡
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